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１．はじめに

 石炭火力発電所等において排出される石炭灰の有効利用の拡大が求められる中，石炭灰埋立地盤の液状化対策と

して，クリンカアッシュ（CA）を杭芯材に用いた静的締固め工法（SAVE）の試験施工を実施し，締固め改良率に
応じて杭間地盤の密度増大効果が得られることを確認した．本論文では，試験施工前後の杭間地盤の液状化強度試

験結果を用い，中規模・大規模地震動に対する液状化の検討を行ったので，以下に報告する．

２．試験施工の概要

 試験施工における改良杭配置および土

層断面を図 1に示す．試験施工は，正方形

配置ピッチ（以下，□で表記）で□1.2m（改
良率 26.7%），□1.4m（同 19.6%），□1.6m

（同 15.0%）で実施し，石炭灰埋立地盤に

φ700mmの CA杭を静的圧入した．
３．試験施工結果の概要

地盤調査は，SAVE改良前および改良後

3か月経過時において，図 1中に示す位置

で実施した．

 改良前後の石炭灰埋立地盤にお

いて得られた物理試験結果を表 1

に，平均 N 値を表 2に，三軸 CD

試験および液状化試験の結果を表 

3および図 2に示す．

表 1 より，改良後は改良前より

も密度が増加し，杭間地盤の締固め効果が

得られている．表 3からは，改良後地盤に

おける内部摩擦角(φd)eqおよび液状化強度

比 RL15が改良前に比べて増加し，SAVEに

よる締固め改良効果を確認できる．ここ

で，(φd)eqは三軸 CD試験により得られた

粘着力 Cdをゼロとして換算して求めた等価な内部摩擦角である．また，

RL15は「建築基礎構造設計指針（以下，建築基礎指針）」に用いられる液

状化強度比であり，せん断ひずみ片振幅γSA＝5%に対する繰返し 15 回

の繰返し応力振幅比である．

４．液状化に対する検討方法

 検討ケースの一覧を表 2に示す．検討方法は，簡易法・詳細法(1)・詳

細法(2)の 3手法とした．簡易法・詳細法(1)における液状化判定は，建築

基礎指針に従う．液状化安全率 FLは，本論文においては FL＝R／Lと表
し，Lを地震時せん断応力比，Rを液状化抵抗比と呼ぶこととする．
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表 1 石炭灰埋立地盤の物理試験結果 

図 2 液状化強度曲線 Nc～RL(γSA=5%)

表 3 石炭灰埋立地盤の力学試験結果

図 1 試験施工平面図および土層断面図 

表 2 石炭灰埋立地盤の平均 N 値
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簡易法では，地表面加速度αmax を用

いて Lを算定するとともに，改良後の R

は締固め改良設計法（D法）による改良
後 N 値から建築基礎指針の液状化強度

比推定式により算定した．詳細法(1)で

は，等価線形解析 SHAKEにより得られ
た各深度の最大せん断応力τmax より L

を算定し，Rは液状化試験により得られた RL15を直接用いて算

定した．詳細法(2)では，図 2の液状化強度曲線を目標にパラメ

ータ設定した一次元有効応力解析 FLIP より，液状化の程度を

直接評価した．詳細法(1)・詳細法(2)の SHAKE・FLIP解析にお

いては，愛知県公開の南海トラフ過去地震最大の基

盤地震動（図 3）を，Vs≧400m/sの工学基盤面に入

射して用いた．また，詳細法(1)・詳細法(2)の改良後地

盤のケースにおいて，萩原ら 1)が明らかにしている締固

め改良後地盤の静止土圧係数 K0の増大効果を考慮し，

一般的に用いられる K0＝0.5の他，K0＝1.0のケースも

検討した．また，簡易法・詳細法ともに，改良後地盤で

K0＝0.5としたケースにおいては，Rを設定する際に「建

築基礎のための地盤改良設計指針案」に示される締固め

改良による液状化強度比の割増し 1.1倍を考慮した．
５．液状化の検討結果

 簡易法および詳細法(1)の検討結果を表 3に示す．表 3

より，簡易法の検討においては，中規模地震を想定した

αmax＝200Galのケースでは改良前・改良後ともに液状化

程度が軽微と判断される PL≦5 となった．一方，大規模

地震を想定したαmax＝350Gal のケースでは，改良前には液状化
程度が甚大とされる 15＜PLであるのに対し，改良後は PL≦5に

軽減されている．次に，南海トラフ地震を対象とした詳細法(1)に

ついてみると，改良前には 15＜PLであるのに対し，改良後では

K0＝0.5のケースにおいては□1.2mによって PL≦5を満足し，K0

＝1.0 を考慮した場合においては改良後の全てのケースで PL≦5

を満たす結果となった．

最後に，詳細法(2)の有効応力解析による，最大値応答分布と石

炭灰層中央深度における過剰間隙水圧比の時刻歴を図 4，図 5に示す．本結果より，改良前・改良後ともに，過剰

間隙水圧比は最大 1.0 近くまで上昇しているが，改良後では改良前に比べてせん断ひずみγが小さく抑えられてい
る．特に，改良後のうち K0＝1.0とした場合にはその違いが顕著であり，改良前は最大でγ＝7%程度発生するのに

対し，□1.6mおよび□1.4mでは最大 3%程度，□1.2mでは最大 2%程度に抑制されている．本解析結果より，改良後
地盤においては，過剰間隙水圧の上昇を生じながらも，地盤の剛性がある程度保持されているものと考えられる．

６．まとめ

 石炭灰埋立地盤における静的締固め工法（SAVE）の試験施工結果を用い，液状化の検討を実施した．その結果，

高改良率の地盤においては，未改良地盤に比べて液状化被害を相当軽減できる可能性があることを確認した．今後

は，これらの液状化検討結果を参考として，最適な締固め改良仕様の設計を行っていく予定である．
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表 3 簡易法・詳細法(1) 検討結果一覧

図 5 詳細法(2) 有効応力解析 FLIP 

 石炭灰層の過剰間隙水圧比時刻歴 

図 4 詳細法(2) 有効応力解析 FLIP 最大応答値深度分布 

図 3 南海トラフ過去地震最大モデルの基盤地震動 

表 2 液状化検討ケース一覧 
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